
資料２ 

【 出 典 ： 令 和 ５ 年 １ ２ 月 １ 日  こ ど も 家 庭 庁 に よ る 説 明 会 資 料 】  

こども誰でも通園制度の導入の検討について（保育運営課）  

 

【こども誰でも通園制度とは】  

・現行の幼児教育・保育とは別に，保護者の就労有無等に関係なく

柔軟に利用できる，国（こども家庭庁）の新たな通園制度  

・子ども・子育て支援法に基づく新制度として，令和８年度から全

自 治 体 で 実 施 予 定 。 現 在 ， 国 に よ る 法 整 備 や 全 国 １ １ ５ 自 治体

（ 県 内 ： 松 戸 市 ， 野 田 市 他 ）における試行的事業が進められている 。  

 

【現時点における実施概要】  

■一時預かり事業（既存制度）との比較  

 

 

■実施場所  

 保育所，認定こども園，小規模保育事業所，家庭的保育事業所，

幼稚園，地域子育て支援拠点，児童発達支援センター，等  



資料２ 

■料金（子ども１人当たり）  

 ・市から保育所等に支出する委託料：１時間８５０円程度  

 ・保護者負担額：１時間当たり３００円程度  

■保育人員の配置基準  

 一時預かり事業の配置基準と同様とする  

 

 

 

 

 

 

 

 

【国が示す制度の意義】  

■子どもにとっての意義  

・家庭とは異なる経験，家族以外の人と関わる機会ができる  

 →子どもの興味が広がり，成長発達に資する  

■保護者にとっての意義  

・保育者目線で子どもの長所や成長等を伝えてもらえる，育児方法

の模範を見ることができる  

 →子どもとの良い関係性の形成，親としての成長に繋がる  

・孤立した育児環境における不安や負担の軽減  

■保育者・自治体にとっての意義  

・保育者の専門性を地域に対しより広く発揮できる  

・支援が必要な家庭の把握に繋がる  

 

【本市における事業実施に向けた令和６年度中の取組】  

■実施事業者の調整  

 ・各私立保育園（小規模保育事業所含む），認定こども園，幼稚

園へのアンケート調査により，事業実施に係る意向等を聴取  

 ・必要な定員の確保に向け，公立保育園における受け入れ枠の設

定も検討する  

■事業開始時期，実施方法等に係る協議・検討，決定  


